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研究要旨： 
研究の目的：日本における障害者のピアサポート活動は「障害者の権利に関する条約」の批准や、障害福祉サー
ビスの改編の中で注目を集めている。活動が注目されている反面、ピアサポートの質の担保や労働環境の整備に
ついては、各事業所に任されているというのが現状である。そこで、本研究はピアサポートを担う人材の専門性
の向上をめざし、養成制度及び研修プログラムを開発することを目的としている。 
 
研究方法・結果の概要：本研究は3年計画の初年度であり、研究を実施するにあたり、精神障害、身体障害、知
的障害、難病、高次脳障害の当事者及び専門職等に協力者としての参加を依頼し、研究班を構成した。国内外の
ピアサポートに関する情報を収集し、各障害領域におけるピアサポートの歴史と現状を共有した。その上で、実
施しているピアサポートの養成制度やプログラムに関する検討を実施した。 
結果として、各障害領域で多様なピアサポートや養成研修が実践されている実態が明らかになった。そこで、

各障害領域に共通する要素を取り上げ、多様な障害当事者と専門職を対象とした基礎研修プログラムを構築した。
専門研修に関しては、各障害領域でこれまで積み上げてきた研修を基本とすることを確認し、本研究においては、
精神障害ピアサポーターと雇用する福祉サービス事業所の職員を対象とした研修プログラムを構築した。研究プ
ロセスにおいて既存の研修プログラムを受講したピアサポーターを対象とした調査を実施し、その結果を踏まえ
て検討した。倫理的配慮としては、アンケート調査及び研修参加者への効果測定を行うことから、早稲田大学人
を対象とする研究に関する倫理審査を受審している。 
 
今後の課題：次年度以降の 研究では、構築した基礎研修と専門研修を実施した上で、その効果測定を行い、研修
プログラムに修正を加える。フォローアップ研修の構築を行い、最終年度に修正したプログラムを実施するとと
もに、フォローアップ研修の実施及び研修のファシリテーター研修プログラムを提案する予定である。また、ピ
アサポーター養成が途についたばかりである高次脳機能障害領域に関しては、基礎研修への準備性を高めるレデ
ィネス・プログラムの構築も実施する予定である。 
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Ａ．研究目的 
日本における障害者のピアサポート活動は「障害者

の権利に関する条約」の批准や、障害福祉サービスの
改編の中で注目を集めている。活動が注目されている
反面、ピアサポートの質の担保や労働環境の整備につ
いては、各事業所に任されているというのが現状であ
る。そこで、本研究はピアサポートを担う人材の専門
性の向上をめざし、養成制度及び研修プログラムを開
発することを目的としている。特に精神障害領域では
サービス事業所での雇用も進んできているが、専門職
で構成された組織におけるピアサポートの位置付けや
雇用体制、人材育成等の具体的な課題が生じている。
そこで、本研究は、障害領域に共通する基礎研修案を
作成することを目的としている。そして、基礎研修の
次に専門研修を位置付けているが(図１参照)、すでに蓄
積のある領域もあり、本研究においては、精神障害領

域に特化した専門研修、フォローアップ研修、ファシ
リテーター養成研修のプログラムを含めて作成するこ

とを計画している。3年計画の研究の初年度である平成
28年度に関しては、基礎研修案と精神障害者を対象と
した専門研修案を作成することとした。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究を実施するにあたり、精神障害、身体障害、

知的障害、難病、高次脳障害の当事者及び専門職等に
協力者としての参加を依頼し、研究班を構成した。各
障害領域におけるピアサポートの歴史と現状を共有し、
実施しているピアサポートの養成制度やプログラムに
関する検討を実施した。精神障害領域における専門研
修及び職員を対象としたプログラム作成のために、一
般社団法人日本メンタルヘルスピアサポート専門員研
修機構の過去の研修を受けた障害当事者を対象とした
アンケート調査を実施した。 
（倫理面への配慮） 
アンケート調査及び研修参加者への効果測定を行う

ことから、早稲田大学人を対象とする研究に関する倫
理審査を受審している。 
 
Ｃ．研究結果 
(1)障害領域を横断する基礎研修プログラム案の構築 
各障害領域におけるピアサポートの歴史と現状を共

有し、実施しているピアサポートの養成制度やプログ
ラムに関する検討を実施した。 
精神障害者の当事者活動に関しては、医療機関や地

域を拠点とした患者会や当事者会に始まり、全国でさ
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後藤 時子 日本精神科病院協会 
栄 セツコ 桃山学院大学 
坂本智代枝 大正大学 
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中田 健士 株式会社MARS 
三宅 美智 国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 精神保健計画研究部 
森 幸子     一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 
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まざまな活動が展開されるようになった。昨今病を体
験した経験を活かして働く人も増加している反面、そ
の質や労働条件等に格差が生じている。1930年代に端
を発したピアサポート活動であるが、1980年代以降、
アメリカ等では「認定ピアスペシャリスト」のような
養成システムの必要性が高まり、前述した機構が先駆
的に研修を主催してきた。日本においてもピアサポー
トのあり方について活発に議論がなされており、精神
障害分野では、「リカバリー」概念の関心の高まりと
ともに、障害当事者を中心に据えた医療保健福祉サー
ビスの仕組みづくりが進められている。ピアサポート
養成に取り組んできた一般社団法人ピアサポート専門
員養成機構が実施している養成研修は基礎研修、専門
研修とフォローアップ研修、更新研修で構成されてお
り、福祉サービス事業所等に雇用されている、あるい
は雇用されることをめざしている精神障害者を対象と
して実施されている。 
身体障害者領域では、1950年代から当事者活動が始

まり、アメリカから発生した「自立生活（Independen
t Living）」が1980年代には日本でも広がりを見せた。
各地で自立生活センター（ＣＩＬ）の設立が進み、自
立生活支援者としての専門家であるピアサポート活動
が始まった。その一つの重要な機能としてピアカウン
セリング講座が開催されている。 
 知的障害領域における当事者活動は、1960年代に

スウェーデンで親の会の活動の中で、当事者による会
議が持たれたことをきっかけに始まったと言われてい
る。その活動は、国際育成連盟の活動の中でひろがっ
ていったが、もう一つの流れに、ピープルファースト
の活動がある。1974年にカナダでピープルファースト
のグループができ、1991年に全国組織「カナダ・ピー
プルファースト」が設立された。その後、アメリカを
始め、諸外国にひろがっていった。 
日本における知的障害者の活動は、家族を中心に展

開されてきた。全日本育成会（現手をつなぐ育成会）
でも、当初親の活動が主であったが、1990年の世界育
成会連盟会議への当事者の出席を機に、日本手をつな
ぐ親の会では、本人部会が設けられ、活動が継続され
ている。 
また、1993年にカナダのトロントで開かれた第３回

ピープル・ファースト国際会議に参加したことをきっ
かけに、1995年に日本でもピープルファーストが結成
された。知的障害のある人たちが、自分たちの権利を
自分たちで守ること（セルフ・アドボカシー）を目的
として現在も活動をしており、障害当事者による相談
活動もまた、少しづつひろがりを見せている。現在、
都道府県を中心に、知的障がい者のピアカウンセリン
グ事業やピアサポーター養成研修などが実施されてい
る。 

難病に関しては、1960年代以降、当事者団体が結成
されてきたが、2005年に日本難病・疾病団体協議会(J
PA)が設立された。難病の当事者活動は患者会から始ま
ったが、2003年に難病相談支援センター（以下、セン
ターと略す）の設置が始まり、センターや保健所での
相談事業や交流会への参加、患者会での患者会リーダ
ーとしての当事者活動が実施されている。患者会リー
ダーに関しては、一般社団法人 日本難病・疾病団体協
議会主催の養成研修、フォローアップ研修などが各地
で行われている。また、ピアサポーター養成研修も難
病相談支援センターなどを中心に実施が進められてお
り、平成27年度から実施されている厚生労働科学研究
費補助金「難病患者への支援体制に関する研究班」（研
究代表者 西澤正豊）においても養成研修プログラム
が構築されつつある。高次脳機能障害、発達障害に関
しては、近年当事者団体が設立され、今後の活動が期
待される。以上のような現状把握から、現在、多様な
障害領域のピアサポートの基本的な部分を基礎研修と
して構築する作業と、精神障害領域の専門研修プログ
ラム（当事者及び職員向け）を構築する作業をおこな
ってきた。 
本研究により各障害領域で多様なピアサポートや養

成研修が実践されている現状が明らかとなり、検討景
の中で、それぞれの領域で固有な活動として取り組ん
できたことの中に、他の障害領域にも共通するニーズ
や課題が多く存在することがわかった。自助グループ、
患者会、自立生活運動、当事者会など、活動の基盤と
なってきたものに違いはあるが、仲間どうしの交流か
ら出発し、抱える生活上の困難から一歩抜きん出た人
たちが、今まだ困難を抱えている人たちに何らかのサ
ポートを行っている現状が共有された。 
 それぞれの障害領域での活動の歴史や背景を理解し
た上で、本研究が取り扱っている障害料域での当事者
の活動を「ピアサポート」と呼称することを共有した。
議論の結果、本研究において使用するピアサポートに
ついては「障害のある人生に直面し、同じ立場や課題
を経験してきたことを活かして、仲間として支える」
ことと定義し、本研究の対象は当事者が展開する多様
なピアサポートの中でも、福祉サービスの範疇で、雇
用契約を結んで、あるいは有償で働く人たちが対象で
あることも再確認された。 
 研修プログラムの作成にあたって、冒頭に「ピアサ
ポートとは何か」を説明する必要があり、「障害者の
権利に関する条約」（Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities）が2006年に国連総会で採
択され、2014年に日本でも批准されたことを受け、そ
こに示されている「社会モデル」の考え方を共通の認
識として研修の中に取り入れるべきであると考えた。
 次いで、各障害領域で行われているピアサポート活



6 
 

動について、その実例を紹介し、多様な障害領域にお
ける実践を学んでもらうこと、実際にピアサポートを
行うため求められるコミュニケーション能力も共通に
学ぶべき内容であり、プログラムに含んだ。ピアサポ
ーターとして実践する際に必要となる福祉サービス事
業や事業所の実務に関する知識、ピアサポートの専門
性とは何かを最後に盛り込んだ。他の専門職種との違
いに関して議論し、ピアサポーターの専門性は、「病
気や障害を経験してきたことを強みとして活かすこと」
であり、「経験を活かし、ピアが自分の人生を取り戻
す（リカバリーする）ことを支援する」ことが重要な
役割であることを確認した。ピアサポートの専門性の
中には、他の専門職と同様に倫理や守秘義務を含んだ。 
最終的に各障害領域に共通する要素として、基礎研

修の内容を検討した結果、①ピアサポートとは何か（障
害者の権利に関する条約における障害理解を前提に、
障害者ピアサポートを概観）（講義・演習）②ピアサ
ポートの実際（講義・演習）、③ピアサポートを行う
上でのコミュニケーションの基本（講義・演習）、④
福祉サービスの基礎（講義・演習）、⑤ピアサポート
の専門性と倫理（講義・演習）となった。その項目に
添って基礎テキスト案を作成した。 
(2)精神障害領域における専門研修プログラム案と職員
向け研修プログラム案の構築 
専門研修に関しては、各障害領域でこれまで積み上

げてきた研修を基本とすることを確認し、本研究にお
いては、精神障害領域のピアサポーターと雇用する福
祉サービス事業所の職員を対象とした研修プログラム
案を構築することとした。 
プログラム作成のために、一般社団法人日本メンタ

ルヘルスピアサポート専門員研修機構の過去の研修を
受けた障害当事者を対象としたアンケート調査を実施
した。 
1)一般社団法人日本メンタルヘルスピアサポート専門
員研修機構の過去の研修を受講した人を対象としたア
ンケート結果 
調査対象は日本メンタルヘルスピアサポート専門員

研修機構の協力のもと、当機構の主催する「精神障が
い者ピアサポート専門員養成研修」を平成25年度～平
成28年度に受講した全参加者237名を本研究の対象と
して実施した。調査期間は、平成28年1月10日から1月
25日であり、宛先不明による返送（15通）を除く222
名のうち、回収（返送）のあった協力者は、131名（回
収率：59.0％）であった。 
調査項目は、基本属性、就労経験、ピアサポートに

関する研修の受講状況、ピアスタッフに関する研修の
内容（重要度・役立ち度）と開催形式に関するニーズ、
勤務先の他の職員や職場環境に望むことであった。 
回答者（131名）の基本属性は、30～50歳代が9割以

上を占め、主診断としては、統合失調症圏の者が57％
（74名）と最も多く、次いで、気分障害圏（うつ病な
ど）が18％（23名）、気分障害圏（双極性障害）が14％
（18％）であった。 
これまでに一般就労の経験のある人は97％（125名）

であり、これまでにピアの専門性を活かした働き方の
経験のある人は73％（93名）であった。その事業所領
域・雇用形態としては、福祉関連の事業所における雇
用契約による勤務が67％（62名）と最も多く、次いで、
福祉関連の事業所での謝金・有償による勤務20％（26
名）、医療機関等での雇用契約による勤務12％（15名）
であった。 
ピアサポートに関する研修の受講状況としては、平

成25年度～平成28年度の4年間が本研究の対象となり、
基礎研修に関しては各年度27～39名、専門研修に関し
ては各年度27～31名の者が受講者として含まれていた。
また、フォローアップ研修としては、平成26年度～28
年度の3年間において、各年度18～24名の者が受講者と
して含まれていた。日本メンタルヘルスピアサポート
専門員研修機構の研修以外での研修等に関しては、7
4％（97名）の者が、ピアサポート専門員養成研修以外
でのピアサポートに関する研修を受講していると答え
た。 
ピアスタッフに関する研修の内容について、重要度

の高かった項目（「重要である」または「やや重要で
ある」と答えた者の割合が回答者の9割以上の項目）と
しては、「自己対処能力、自分自身のケア（99％）」、
「利用者との信頼関係で大切なこと（98％）」、「ス
トレングスについて（96％）」、「バウンダリー（96％）」、
「リカバリーについて（95％）」、「自分を知ること・
語ること（94％）」、「ピアサポート専門員の倫理規
定（94％）」、「職場での危機管理（94％）」、「コ
ミュニケーションのポイント、手法（93％）」、「自
分自身の病気や薬について理解する（93％）」、「精
神疾患についての一般的な基礎知識（92％）」、「職
場での対立、他の専門職との関係性（92％）」、「地
域生活支援と社会資源の活用（92％）」が挙げられた。 
ピアの専門性を活かして働いた経験のある者（93名）

における、研修内容についての役立ち度の高かった項
目（「役に立っている」または「やや役に立っている」
と答えた者の割合が回答者の9割以上の項目）としては、
「リカバリーについて（92％）」、「ストレングスに
ついて（91％）」、「コミュニケーションのポイント、
手法（90％）」、「自己対処能力、自分自身のケア（9
0％）」が挙げられた。さらに、ピアの専門性を活かし
て働いた経験のある者のうち「重要度」と「役立ち度」
の両方に回答のあった者（84名）を対象とし、重要度
に対する役立ち度の差（重要度の得点－役立ち度の得
点）を求め、項目別の平均値を確認したところ、「就
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職が決まった直後に大事なこと（平均値：-0.58、SD=
0.97）」、「職場での対立、他の専門職との関係性（平
均値：-0.47、SD=0.94）」、「就職活動の際のポイン
ト（平均値：-0.46、SD=0.93）」、「利用者との信頼
関係で大切なこと（平均値：-0.45、SD=0.78）」、「職
場での危機管理（平均値：-0.41、SD=0.85）」の項目
で「重要度」に対する「役立ち度」の差が大きかった。 
勤務先の他の職員や職場環境に望むことにおいては

ピアの経験を活かして働いたことがある者（93名）を
分析対象とした。 
勤務先の職員に望むこと（当てはまるものを全て選

択）としては、「病気・障害への理解（46％）」、「人
として尊重してくれること（45％）」、「ピアの専門
性への理解（34％）」、「職員として対等に接してく
れること（33％）」などが、特に多く選択されていた。 
ピアの専門性を活かして働く上で、職場の他のスタ

ッフにも研修を受けてもらいたいと回答した者は77％
（71名）であり、職員にもっと身につけてもらいたい
こと（当てはまるものを全て選択）としては、「職員
同士の協働、チームでの支援の方法（42％）」、「ピ
アの専門性への理解（37％）」、「病気・障害への理
解（34％）」、「ピアと一緒に働くことの意義（34％）」
などが、特に多く選択されていた。 
また、ピアの専門性を活かして働く上での労働条件

や環境として重要と思うこと（最も当てはまるものを
３つ選択）としては、「職場内に相談できる相手がい
ること（57％）」、「賃金（54％）」、「同僚との人
間関係（40％）」、「上司との人間関係（38％）」な
どが、多く選択されていた。 
ピアの専門性を活かして働く人を採用することでの

効果（当てはまるものを全て選択）としては、「障害
者の自立や回復を想像できるようになる（62％）」、
「障害者の可能性を想像できるようになる（62％）」
などが、多く選択されていた。 
 
2)精神障害領域における専門研修及び職員を対象とし
た研修プログラム案に関する検討 
精神障害領域におけるピアサポートの先行研究、有

償で働くピアサポーターと雇用する機関での実践例の
検討により、精神保健福祉領域において、多様なピア
サポートの活用が実践されていることが明らかとなっ
た。そこで、これまで実施されてきたピアサポーター
の養成研修を再検討し、本研究のピアサポーター基礎
研修プログラム案を前提とした精神障害領域の専門研
修プログラム案の構築を行った。 
まず、ピアサポーターを対象とした研修内容の検討

に際して、障害領域共通である基礎研修の内容を振り
返り、専門研修で学ぶことを確認した。アンケートで
は、ストレングスやリカバリーといったピアサポート

の根底にある視点・態度に加え、利用者との信頼関係
やコミュニケーションのポイントといった対人援助を
行う上での技術、また、バウンダリーや職場での対立
等、ピアスタッフという二重関係をともなう立場とし
ての苦労や、自己対処能力・セルフケアの視点なども
重要度の高い項目として挙げられていた。その結果も
参照しながら議論を進めた。 
基礎研修に十分に盛り込むことが難しかった「リカ

バリー」を中心的に取り上げ、リカバリーを促進する
ストレングス視点についても取り上げる必要性を確認
した。また、精神障害者を主な対象としている事業所
でピアサポーターとして活動することが多いことから、
基礎研修で大枠を学んだ福祉に加え、保健、医療を含
めた制度の概要について、把握する必要があると考え
た。さらに、サービス提供の流れや支援を実践する上
で基本となる考え方と方法、労働者の権利義務、倫理
についての学びを含めた。サービス提供の流れや支援
を実践に関しては、アンケートでの評価はあまり高く
なかったが、実施した内容を検証したところ、演習を
含まず、講義のみであったことから、演習を含むもの
として再構築した。また、ピアサポーターが自らの経
験を活かして働くことから生じるさまざまな葛藤とそ
の対処、専門職等との「協働」についても触れる必要
性があることで一致した。多職種との協働に対しては、
アンケートにおいて高いニーズは確認されたが、実際
の研修の役立ち度があまり高くなかったという結果を
踏まえ、実務を想定した演習を組み入れた。 
職員向けのプログラムに関しては、先行研究とアン

ケート結果から、ピアサポーターを理解し、尊重する
ことの重要性が指摘されていたことを踏まえ、④ピア
サポートを活かす雇用、⑤ピアサポートを活かすスキ
ルと仕組みというプログラムを設けた。 
最終的に、ピアサポーター向けプログラムとしては、

①オリエンテーション（基礎研修で学んだことの振り
返り）、➁ピアの専門性を活かす―リカバリーストー
リー、③精神保健福祉医療サービスの仕組みと業務の
実際、④支援者として働く上でのスキル、⑤支援者と
して働くということ、⑥セルフマネジメント・バウン
ダリーとピアアドボカシー、⑦多職種との協働を柱と
することとした。①、➁、⑤、⑥、⑦をピアサポータ
ーと職員との共通項目とし、③ピアサポートを活かす
雇用、④ピアサポートを活かすスキルと仕組みを職員
にのみのプログラムとして構築し、テキスト案を作成
した。 
 
Ｄ．考察 
日本の障害者制度は、長年障害ごとに縦割りで実施

されてきた。ピアサポートに関しても、従来は障害領
域でそれぞれに育成、活用がなされてきた。しかし、
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多様な病気や障害によって生活上の困難を抱えている
人たちが福祉サービスを利用する状況下において、ピ
アサポートもまた、共通する部分に関して、横断的な
研修が必要とされている。本研究は、障害領域におい
て有償で活動する、あるいは有償で活動することを希
望しているピアサポーターを対象とし、研修を受講す
ることにより、ピアサポーターとしての専門性をさら
に高めてもらうということを意図している。 
昨今、ピアサポーターを支援者として受け入れてい

る、あるいは、受け入れたいと希望する福祉サービス
事業所が増加している。平成27年度障害者支援状況等
調査研究事報告書「障害福祉サービス事業所等におけ
るピアサポート活動状況調査」1)における事業所調査結
果によると、ピアサポート活動従事者を「現在雇用し
ており、今後は増員していく」が14.2％、「現在雇用
していないが、今後雇用予定である」が16.4％「現在
雇用しており、今後も人数を維持する（32.4％）」と
い結果がでている。また、同調査結果で、回答者（事
業所）の87.2％がピアサポート活動スキル向上のため
の研修等のスキルアップが必要であると回答している。
研修効果に関しても、事業所外の養成研修等の受講の
有無別に期待される利用者への効果を見た結果、全て
の項目で『事業所外の養成研修等の受講あり』が『事
業所外の養成研修等の受講なし』よりも期待される効
果が高いという結果が得られている。 
つまり、雇用の拡大が期待できるとともに、雇用す

るピアサポーターが研修を受講することにより支援対
象である利用者に効果があるという結果がしめされて
いるのである。 
高次脳機能障害や発達障害のように、ピアサポート

養成が十分に実施されていない領域もあり、今回の研
究がすべての障害領域を網羅しているわけではない。
しかしながら、本研修は、これまでの障害領域におけ
るピアサポーター養成において共通する要素を抽出し、
病気や障害により何らかの不自由を感じている方々を
支援していくピアサポーターにとって必要な基本的な
情報と視点を盛り込んでいる。 
この研究経過において、障害ごとの違いももちろん

あるが、共通している点も多く発見した。もっとも大
きかったのは、病気や障害により何らかの生活しづら
さを経験してきたこと、その共通の経験を強みとして、
今困っている人たちに希望を持ってもらえるよう支援
するというピアサポートの有効性を全員で確認できた
ことだと考える。また、研修テキストの中に社会モデ
ルの考え方を示し、障害がある人を含め、多様な人が
いる社会が当たり前の社会であり、人の多様性を認め、
尊重することが求められていることをメッセージとし
て織り込んだ。 
また、専門研修及び職員を対象とした検討では、障

害領域には、多様なピアサポートが存在するが、精神
障害領域のピアサポートもまた多様であることを確認
した。精神科病院に長期入院している人たちの退院を
支援するピアサポーターや地域で生活する障害者の相
談を受けるピアカウンセリングの担い手として、ある
いは通所サービスやグループホームにおけるピアスタ
ッフの雇用も広がりつつある。先行研究では、ピアサ
ポーターが自らの経験を活かして働き、専門職等と協
働することは、障害福祉サービスの質の向上に結びつ
くと考えられており、福祉サービス事業所で働く職員
にとっても、ピアサポーターと働くことが学びとなる
ことが示されている 2)3)。しかし、専門職で構成された
組織におけるピアサポートの位置付けや雇用体制、人
材育成等の具体的な課題が生じている。活動が注目さ
れている反面、雇用されているピアスタッフの待遇、
質の担保や労働環境の整備については、各事業所に任
されているというのが現状なのである。その中で、ピ
アサポーターが安価な労働力として酷使されたり、職
場の中で孤立したり、逆に専門職に取り込まれること
によって、本来の機能を果たすことができない状況に
陥る可能性もある。ピアサポートの有効活用のために
は、そうした状況を避け、お互いの専門性を尊重しあ
う風土を育むことが求められている。本研究で実施し
たピアの専門性を活かして働いた経験のある者に対す
る調査結果では、勤務先の職員や職場に望むことに関
して、病気や障害についての理解や、人としての理解・
尊重を望む声が多く示された。また、7 割の者が「他
の職員にも研修を受けてもらいたい」と希望しており、
職員同士の協働やチーム支援といった職場環境全体に
おける課題や学びの必要性を強く感じていることが確
認されている。 
検討結果をふまえながら、ピアサポートの専門性が

より発揮されていく環境が担保されていくために、ピ
アサポーターに対する研修内容とともに、共に働く職
員に向けた研修とともに内容や方法を検討していくこ
とが重要であるという認識の元で、ピアサポーターと
職員、双方を対象した研修プログラム案を構築した。
研修への参加が、ピアサポーター、職員自身の自己省
察を高め、お互いの専門性を尊重し、活かす実践につ
ながっていくと考える。その良い循環を導くためにピ
アサポーターを対象とした研修のみならず、職員を対
象とした研修プログラムの普及もまた、大きな課題だ
といえる。 
 
Ｅ．結論 
 
 今年度は、多領域にまたがる基礎研修プログラム案
と精神障害領域における専門研修及び、職員を対象と
したプログラム案を作成した。平成29年度に全国２ヶ
所で研修を実施し、評価を行う。その結果をもとにプ
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ログラムを修正し、平成30年度に再試行した上で、プ
ログラムを確定していく予定である。 
フォローアップ研修に関しては、平成29年度にプロ

グラムを作成することになっており、ファシリテータ
ー養成研修に関しては資料収集と検討を行いながら、
平成30年度にその内容を提案する。また、ピアサポー
ター養成が途についたばかりである高次脳機能障害領
域に関しては、基礎研修への準備性を高めるレディネ
ス・プログラムの構築も実施する予定である(図２参照)。
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